
■
平平
成成
１１８８
年年
度度
のの
市市
県県
民民
税税
のの
変変
更更
点点

変
更
点
１

６５
歳
以
上
の
か
た
の
老
年
者
控
除
と

非
課
税
を
廃
止
、
年
金
の
所
得
控
除
を
変
更

老
年
者
控
除
の
廃
止

６５
歳
以
上
で
、合
計
所
得
が
１
、０
０
０
万
円
以

下
の
か
た
は
、
老
年
者
控
除
４８
万
円
が
適
用
さ
れ

て
い
ま
し
た
が
、
１８
年
度
か
ら
廃
止
に
な
り
ま
す
。

６５
歳
以
上
の
非
課
税
廃
止

６５
歳
以
上
で
、
合
計
所
得
が
１
２
５
万
円
以
下

の
か
た
は
非
課
税
で
し
た
が
、
１８
年
度
か
ら
廃
止

に
な
り
ま
す
。

※
た
だ
し
、
平
成
１７
年
１
月
１
日
現
在
で
６５
歳
以

上（
昭
和
１５
年
１
月
２
日
以
前
生
ま
れ
）の
か
た

で
、
合
計
所
得
が
１
２
５
万
円
以
下
で
課
税
さ

れ
る
場
合
は
、
１８
年
度
は
税
額
か
ら
３
分
の
２

相
当
額
を
控
除（
差
し
引
き
）し
、
１９
年
度
に
３

分
の
１
相
当
額
を
控
除（
差
し
引
き
）し
ま
す
。

公
的
年
金
の
所
得
控
除
の
見
直
し

６５
歳
以
上
の
か
た
の
、
公
的
年
金
所
得
控
除
が
、

下
の
図
１
の
と
お
り
に
変
更
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
年
金
収
入
か
ら
差
し
引
く
所
得
控
除
の

最
低
保
障
額
が
、
１
４
０
万
円
か
ら
１
２
０
万
円

に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

変
更
点
２

定
率
減
税
の
率
が
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す

平
成
１１
年
か
ら
１７
年
ま
で
の
７
年
間
は
、
一
律

に
１５
％
の
税
額
が
減
税（
上
限
額
４
万
円
）さ
れ
て

い
ま
し
た
。
平
成
１８
年
度
か
ら
は
、
そ
の
減
税
の

率
が
７
・
５
％（
上
限
額
２
万
円
）に
引
き
下
げ
ら

れ
ま
す
。

変
更
点
３

妻
の
均
等
割
が
全
額
課
税

平
成
１６
年
度
ま
で
は
、
均
等
割
が
課
税
さ
れ
て

い
る
夫
と
生
計
を
共
に
す
る
妻
の
均
等
割
は
、
非

課
税
で
し
た
。
平
成
１７
年
度
は
２
分
の
１
の
額
、

平
成
１８
年
度
は
全
額
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

変
更
点
４

非
課
税
限
度
額
が
一
部
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す

一一
定定
のの
所所
得得
額額
以以
下下
のの
場場
合合
、、
市市
県県
民民
税税
のの
均均

等等
割割
とと
所所
得得
割割
がが
非非
課課
税税
とと
なな
りり
まま
すす
。。
平平
成成
１１８８

年年
度度
かか
らら
はは
、、
扶扶
養養
者者
がが
いい
るる
場場
合合
のの
非非
課課
税税
限限

度度
額額
がが
引引
きき
下下
げげ
らら
れれ
まま
すす
。。

均均
等等
割割
のの
非非
課課
税税
限限
度度
額額

・・
扶扶
養養
者者
がが
いい
なな
いい
場場
合合

２２８８
万万
円円（（
改改
正正
なな
しし
））

・・
扶扶
養養
者者
がが
いい
るる
場場
合合

２２８８
万万
円円
××（（
本本
人人
とと
扶扶
養養
数数
のの
合合
計計
数数
））

＋＋
１１６６
万万
８８
、、
００
００
００
円円

※※
改改
正正
前前
はは
加加
算算
額額
がが
１１７７
万万
６６
、、
００
００
００
円円
。。

所所
得得
割割
のの
非非
課課
税税
限限
度度
額額

・・
扶扶
養養
者者
がが
いい
なな
いい
場場
合合

３３５５
万万
円円（（
改改
正正
なな
しし
））

・・
扶扶
養養
者者
がが
いい
るる
場場
合合

３３５５
万万
円円
××（（
本本
人人
とと
扶扶
養養
数数
のの
合合
計計
数数
））

＋＋
３３３３
万万
円円

※※
改改
正正
前前
はは
加加
算算
額額
がが
３３５５
万万
円円
。。

所得金額
０円

収入金額
－１，４００，０００円

収入金額×０．７５
－７５０，０００円

収入金額×０．８５
－１，２１０，０００円

収入金額×０．９５
－２，０３０，０００円

収入金額
１，４００，０００円まで

１，４００，０００円超
２，６００，０００円未満

２，６００，０００円以上
４，６００，０００円未満

４，６００，０００円以上
８，２００，０００円未満

８，２００，０００円以上

所得金額
０円

収入金額
－１，２００，０００円

収入金額×０．７５
－３７５，０００円

収入金額×０．８５
－７８５，０００円

収入金額×０．９５
－１，５５５，０００円

収入金額
１，２００，０００円まで

１，２００，０００円超
３，３００，０００円未満

３，３００，０００円以上
４，１００，０００円未満

４，１００，０００円以上
７，７００，０００円未満

７，７００，０００円以上

●改正後（１８年度から）

※年金収入が２００万円の場合は、所得金額が２０万円上がります。

改正後（１８年度から）

年金の所得＝

２００万円－１２０万円
＝８０万円

（控除額）（収入額）

公的年金の所得控除の見直し

【例】年金収入が２００万円の場合

●改正前（１７年度まで）

改正前（１７年度まで）

年金の所得＝

２００万円－１４０万円
＝６０万円

（控除額）

※
こ
れ
ら
の
税
制
改
正
に
よ
り
、
６５
歳
以
上
の

か
た
で
、
公
的
年
金
の
収
入
が
１
４
８
万
円

（
所
得
が
２８
万
円
）を
超
え
る
か
た
は
、
昨
年

度
と
は
異
な
り
、
市
県
民
税
が
課
税
さ
れ
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
な
お
、
配
偶
者
控
除

や
扶
養
控
除
な
ど
を
申
告
す
る
こ
と
に
よ
り
、

市
県
民
税
が
課
税
さ
れ
な
か
っ
た
り
、
少
な

く
な
っ
た
り
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

（収入額）
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